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様式２－Ａ

番 号

年 月 日

○○地域水田農業推進協議会長 殿

名古屋市中区錦三丁目３番８号

愛知県水田農業構造改革事業推進協議会

会 長 【印】

愛知県水田農業構造改革交付金実施方針について（通知）

平成○○年度愛知県水田農業構造改革交付金実施方針を策定しましたので、水田農業構

造改革交付金業務方法書第３条の規定に基づき、通知します。

※承認された実施方針を添付する。
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様式２－Ｂ

番 号

年 月 日

○○○○ 殿

住 所

○○○地域水田農業推進協議会

会 長 【印】

水田農業構造改革交付金等営農計画書に記載された取組の（全て・一部）

を助成対象から除外することについて（通知）

平成○年○月○日付けで提出されました営農計画書に記載された取組のうち、その（全

て・一部）を、下記のとおり、助成対象から除外することとしましたので、水田農業構造

改革交付金業務方法書第５条第３項の規定に基づき、通知します。

なお、水田農業構造改革交付金業務方法書第５条第４項の規定により不服を申し立てる

場合は、この通知を受領した日から○日以内に、書面により、または直接○○（事務所の

所在地）に出向いて、助成要件を満たしていることを証明する方法を申し立ててください。

記

１ 決定の内容

○○の除外

××の除外

２ 理由

○○により助成要件の確認を行うことが不可能であると判断したため。
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様式２－Ｃ
番 号
年 月 日

愛知県水田農業構造改革事業推進協議会長殿
住 所
○○○地域水田農業推進協議会

会 長 【印】

平成○○年度第○回水田農業構造改革交付金〔及び平成△△年度第△回
水田農業構造改革交付金（稲作構造改革促進交付金）〕に係る助成金の請求
について

水田農業構造改革交付金業務方法書第７条第１項及び第９条第１項の規定に基づき、下
記のとおり助成金を請求します。

記
１ 地域協議会助成事業

（１） 産地づくり事業及び産地づくり特別加算事業
（ア） 請求額：産地づくり事業 円

産地づくり特別加算事業 円
【うち稲作構造改革促進事業分 円】
【うち担い手集積加算事業分 円】

（イ） 請求の内容：

（単位：円）

助成金の 助成可能枠 請 求 額 今回請求後 備 考
使途の名称 又は前回請 の助成可能

求後の助成 産地づ 産地づくり特別加算事業 枠との差額
可能枠との くり事
差額 業 稲作構 担い手

造改革 集積加
促進事 算事業
業分 分

合 計

注１：産地づくり計画書で記載された助成金の使途ごとに記入すること。

２：備考欄には、助成金の使途ごとに内訳を記入すること。

３：助成金の使途ごとの交付額の計算の基礎となった資料及び助成要件の確認資料を提示すること。

４：助成可能枠又は前回請求後の助成可能枠との差額を超えた場合には、その際とった措置を記入

すること。

５：愛知県水田農業構造改革事業推進協議会から「次年度への繰越額」の通知があった場合には、

当該額分を「助成可能枠又は前回請求後の助成可能枠との差額」から控除すること。
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（２） 稲作構造改革促進事業及び担い手集積加算事業
（ア） 請求額：稲作構造改革促進事業 円

担い手集積加算事業 円
担い手集積加算事業（△△年度分） 円

（イ） 請求の内容：

（単位：円）

事 業 名 補てんに必要 請 求 額 今回請求後の 備 考
な額又は前回 補てんに必要
請求後の補て な額との差額
んに必要な額
との差額

稲作構造改革促進事業

担い手集積加算事業

合 計

担い手集積加算事業
（△△年度分）

（注） 助成金の使途ごとの交付額の計算の基礎となった資料及び助成要件の確認資料を提示すること。

２ 新需給調整システム定着交付金助成事業
（１） 請求額： 円
（２） 請求の内容

（単位：円）

使途の区分及び 作目等区分 員 数 単 価 請 求 額 備 考

使途の名称

１ 大幅な超過達成

に関する使途

２ 地域特例作物の

振興に関する使途

３ その他意欲的な

生産調整に関する

使途

合 計

注１：使途ごとに記入すること。

２：助成金の使途ごとの交付額の計算の基礎となった資料及び助成要件の確認資料を提示すること。

３ 振込先

注：担い手集積加算事業の前年度分等を請求する時は、件名の〔 〕部分を追加する。
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様式２－Ｄ

番 号

年 月 日

○○地域水田農業推進協議会長 殿

名古屋市中区錦三丁目３番８号

愛知県水田農業構造改革事業推進協議会

会 長 【印】

平成○○年度第○回水田農業構造改革交付金〔及び平成△△年度第△回

水田農業構造改革交付金（稲作構造改革促進交付金）〕に係る助成金額

について

平成○年○月○日付け○第○号で請求がありました水田農業構造改革交付金に係る助成

金額については、下記のとおり交付しましたので、水田農業構造改革交付金業務方法書第

７条第４項及び第９条第３項の規定に基づき、通知します。

（なお、新需給調整システム定着交付金の活用方針に基づき、交付額の調整を行いまし

たので、水田農業構造改革交付金業務方法書第９条第４項の規定に基づき、併せて通知し

ます。）

記

１ 地域協議会助成事業

（１） 産地づくり事業 （単位：円）

交 付 額

う ち 国 費 分

既 交 付 額

今 回 交 付 額

助成可能枠との差額

（２） 産地づくり特別加算事業 （単位：円）

交 付 額

う ち 国 費 分

稲作構造改革 担い手集積加

促進事業分 算事業分

既 交 付 額

今 回 交 付 額

助成可能枠との差額

（注） 地域協議会に次年度への繰越額の通知を行った場合には、当該額分を「助成可能枠又は前回請求

後の助成可能枠との差額」から控除すること。
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（３） 稲作構造改革促進事業 （単位：円）

交 付 額

う ち 国 費 分

既 交 付 額

今 回 交 付 額

補てんに必要な額との差額

（４） 担い手集積加算事業

（ア） ○○年度分 （単位：円）

交 付 額

う ち 国 費 分

既 交 付 額

今 回 交 付 額

補てんに必要な額との差額

（イ） △△年度分 （単位：円）

交 付 額

う ち 国 費 分

既 交 付 額

今 回 交 付 額

補てんに必要な額との差額

２ 新需給調整システム定着交付金助成事業 （単位：円）

交 付 額

う ち 国 費 分

請 求 額

交 付 額

（交付額の調整の結果及びその理由）

注：担い手集積加算事業の前年度分等を請求する時は、件名の〔 〕部分を追加する。



- 14 -

様式２－Ｅ
番 号
年 月 日

氏 名 殿
住 所
○○地域水田農業推進協議会

会 長 【印】

平成○○年度分水田農業構造改革交付金に係る助成金額の通知について

（○月～○月分）

平成○年○月○日付けで提出がありました営農計画書兼助成金申請書の内容のうち、下
記の内容について助成金を交付しましたので通知します。
※１ なお、営農計画書と記載内容が異なる点については、本協議会が助成要件等の確認

を行った結果、営農計画書の内容に誤りがあった、または要件を満たさなかったこと
によるものですので、申し添えます。

※２ また、○○により（単価調整・翌年度支払い）を行うこととしましたので、併せて
申し添えます。

記

１ 産地づくり事業及び産地づくり特別加算事業
（単位：円）

助成金の 作物等 交付額 備 考
員数 単価

使途の名称 区 分 うち
国費

○○○

○○○

○○○

計

注１：助成要件等の確認結果に基づき、営農計画書の内容を修正した場合には、修正に係る欄に２段書

き（上段に修正前をカッコ書き、下段に修正後）するか、その修正の内容を備考欄に記載するか、

またはその修正の内容を別葉に記載して添付すること。２及び３の表においても同じ。

２：単価調整等を実施した場合には、その旨を備考欄に記載する、またはその旨を別葉にして添付す

ること。２及び３の表においても同じ。

３：電算機等による処理等による場合には、内容の変更を伴わない限り必要に応じて様式を変更でき

るものとする。２及び３の表においても同じ。

２ 稲作構造改革促進事業及び担い手集積加算事業
（単位：円）

交付額
助成金の使途の名称 員数 単価 備 考

うち
国費

米価下落等の補てん
（基本部分）

米価下落等の 当年度分
補てん（担い
手集積加算） 前年度分

計

（注） 当年度が２年かけて集積する場合の１年目にあたる場合等、当年度に支払わない部分がある場合

には、その旨を当年度分の備考欄に記述すること。
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３ 新需給調整システム定着交付金助成事業 （単位：円）

使途の区分及び 作目等 員数 単価 交付額 うち 備 考
使途の名称 区分 国費

１ 大幅な超過達成に

関する使途

２ 地域特例作物の振
興に関する使途

３ その他意欲的な
生産調整に関する
使途

計

注１：助成要件等の確認結果に基づき、営農計画書の内容を訂正した場合には、※１を記載すること。

２：単価調整等を実施した場合には、※２を記載すること。
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様式２－Ｆ

番 号

年 月 日

○○地域水田農業推進協議会長 殿

名古屋市中区錦三丁目３番８号

愛知県水田農業構造改革事業推進協議会

会 長 【印】

水田農業構造改革交付金に係る次年度（平成○○年度）への繰越額に

ついて（通知）

貴協議会に係る次年度（平成○○年度）への繰越額について、水田農業構造改革交付金

業務方法書第１４条の規定に基づき、下記のとおり通知します。

記

（単位：円）

全 体

うち国費分

産地づくり交付金

稲作構造改革 うち稲作構造改革促進事業分

促進交付金の

うちの産地づ うち担い手集積加算事業分

くり特別加算

事業分 小 計

合 計


